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１　開会

２　あいさつ
県障害福祉課長より開会挨拶

３　議題
関係機関等の取組状況について

県特別支援教育課から資料１に基づき説明
　（県特別支援教育課）
　　県立特別支援学校のセンター的機能について御説明いたします。
まず、神奈川県の特別支援教育の充実についての基本的な考え方について御紹介いたします。
共生社会の実現に向け、すべての子どもができるだけ居住する地域において、ともに学び、ともに育つインクルーシブな環境づくりを進めること。
そのためには、どの学びの場においても、子どもたち一人一人の教育的ニーズに応じた指導・支援が行われるよう、すべての教員が特別支援教育に関する理解を深め、特別支援教育の充実を図ること。
この２点がございます。
その具体的な取組の1つとして、県立特別支援学校のセンター的機能の活用がございます。
特別支援学校のセンター的機能について御紹介いたします。
県立特別支援学校では、センター的機能として、教育相談コーディネーターと自立活動教諭（専門職）が中心となり、小中学校等からの依頼に応じた教育相談を行っております。
巡回相談や研修会等の実施を通して、専門的な支援や助言を行うことで、小中学校等の校内の支援体制づくりを支援しています。
各学校等の校内支援体制づくりのパートナーとして、互いの専門性を大切にしながら取り組んでいます。
リーフレットの裏面を御覧ください。
相談の流れについては、記載の通りになりますが、まず、学校等より、地域の近隣特別支援学校にお電話等でお問い合わせをいただきます。
その後、依頼を受けて、調整や準備をいたします。
日程の調整や事前準備が整いましたら、相談を実施いたします。
相談内容については、相談の例を参考いただければと思います。
例えば、学習に関すること、障がい・発達に関すること、研修の協力に関することなどがございます。
また、県立特別支援学校では、自立活動教諭（専門職）を配置しています。
こちらについても、次のページにリーフレットを入れておりますので、御覧いただければと思います。
自立活動教諭（専門職）は、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、心理職を県内５つのブロックに分け、各地域ブロックの中で、４種を各校１名から２名配置しています。
裏面の左下に言語聴覚士の欄がございます。そちらを御覧ください。
１例ですけれども、より良いコミュニケーション方法を身に付けるにはどうしたらよいか、ことばや状況をどのくらい理解しているのか知りたい、文字の学習の進め方を知りたい、きこえにくいことに対する日常や授業での関わり方、吃音や発音の不明瞭さへの支援方法、食べこぼしや丸飲みがあるが口の動きをみてほしい、現在のコミュニケーションやことばの発達について一緒にアセスメントしてほしいなどがございます。
その他、残りの専門職についても詳細を記載しておりますので、後程お時間のある時に御覧いただければと思います。
自立活動教諭（専門職）も、教育相談コーディネーターとともに、教育相談チームの一員として、地域を支援していきます。
引き続き地域の小中学校に在籍する子どもたちが、必要な支援と適切な指導を受けながら、学校生活を送ることができるよう、校内支援体制づくりを支援していきます。引き続きよろしくお願いいたします。
特別支援教育課からの説明は以上となります。

（田村会長）
御説明ありがとうございました。
それではただいまの説明に対して各委員から御意見、御質問がありましたらお願いいたします。

（古川委員）
神奈川県中途失聴難聴者協会の古川です。
２点質問がございます。
１点目、教育相談コーディネーターはどのような方が担当されているのか。例えば、聴覚障がいについて詳しい方とかそうしたことはあるのかという
と。
２点目、相談や研修会について、実施回数は把握されていますでしょうか。

（田村会長）
特別支援教育課さんいかがでしょうか。

　（県特別支援教育課）
　　御質問いただきありがとうございます。
教育支援コーディネーターにつきましては、学校の教員が行っております。それぞれ聴覚障がいに特化されている方というよりは、その学校の教員が
担っております。
研修につきましては、地域の学校からの依頼に応じて行っております。

　（田村委員）
　　ありがとうございます。
補足をしますと、学校教育法で各学校には特別支援教育コーディネーターを置かなければいけないことになっております。
これは校長が直接指名することになっておりますので、教員の中からそういう力量を持った先生にお願いするという形になっていますが、神奈川県の場合、特に特別支援学校の場合には、教育相談コーディネーターということで幅広く、地域の支援・相談に当たることになっており、国が決めたシステムで動いているということで補足させていただきます。
　　河原委員お願いいたします。

（河原委員）
聴覚障害者連盟の河原と申します。
まず1点目、資料２ページに地域の特別支援学校に問い合わせるとの記載がありますが、いつも地域の学校から問い合わせるということになっているのでしょうか。
聴覚障がいを持った親御さんから直接、地域の特別支援学校に問い合わせるということはないのかということをお尋ねしたいです。
２点目、QRコードが記載されている表の設置部門の欄について、川崎・横浜北部地域、横浜地域、湘南東部・横須賀地域に聴覚障がいが載っていないのですが、これらの地域では聴覚障がい相談はどのように対応しているのか、お聞きしたいと思います。

（田村会長）
河原委員ありがとうございました。
２点ありましたが、お答えいただけますか。

　（県特別支援教育課）
　　御質問いただきありがとうございます。
1つ目の御質問に対してまずお答えいたします。
基本的には学校から相談を受けて、対応する形となっております。
また保護者から相談があった場合には、コーディネートをして在籍する学校に支援できるような体制づくりを整えております。
２つ目の質問ですけれども、リーフレットの中に先ほど説明させていただいた言語聴覚士についての細かい説明がありますが、その中で行っていることが内容になります。
基本は学校教育の中で行われていますので、その中でできることを行っております。

　（河原委員）
横浜、川崎の場合は、政令指令都市として市立のろう学校がありますので、そこに何かしら相談があると思いますが、湘南東部の場合は、自分の学校に聞こえない聞こえにくい子どもが入った場合にどのように相談を行っているのでしょうか。
その辺りの把握がないということでしょうか。

　（県特別支援教育課）
　　御質問ありがとうございます。
政令指定都市、市立の学校も特別支援学校の場合にはセンター的機能はございます。市立の学校でも御相談いただければ、対応していると思いますし、県立の特別支援学校についても、対応しております。
相談ニーズに応じてどこの学校がどのような支援をするかは、学校間で連携して調整する場合もあります。
子どもにとって最も良い支援ができる形でコーディネートをして参りますので、まずは御相談したいニーズがあるというところで、近くの学校、市立、県立どちらでも御相談いただくことがよろしいかと存じます。

　（田村会長）
　　ありがとうございました。
これは国の制度で動いている部分がありまして、特別支援学校に地域支援センター的機能というのを置くというのは、先ほど申し上げた学校教育法で定められていることです。
これは市立の学校でも、県立の学校でも同様です。
ですから、基本は地域の幼小中高を支援するためのシステムですので、学校を通じて、近隣の学校に相談があるということになります。
ただ神奈川県の場合は、先ほどお話がありましたように専門職としての４職種を入れておりますので、この人たちで手厚く対応ができるようなシステムになっているということになります。
他にいかがでしょうか。

　（事務局）
　　障害福祉課です。確認だけさせていただければと思います。
資料の２ページ目に各県立特別支援学校に配置されている専門職の方々の状況と設置教育部門が記載されていますが、設置教育部門で見ると聴覚障がいの方は平塚ろう学校と相模原中央支援学校になると思いますが、他の県立特別支援学校に配置されている言語聴覚士の方は、その地域の聴覚障がいのお子さんに対する支援をされているのか。
それとも、聴覚障がいの方は、平塚ろう学校と相模原中央支援学校に配置されているＳＴの方の対応になるのか。
そこだけ確認をさせていただければと思います。

　（県特別支援教育課）
　　御質問ありがとうございます。
ろう学校のみの対応ということではなく、各校に配置されているＳＴも相談対応を行っております。
ただ内容に応じて、例えばろう学校での教育実践等の紹介についてのニーズであれば、学校間で連携してより良い形で支援をするようなケースはあるかとは思いますが、基本は地域の中で近くの学校のＳＴが対応するような場合が多いかと思います。
相談ニーズに対応した個別のケースも多いので、必ずこうするという決まりはございませんが、基本はお近くの学校に御相談いただいて、ＳＴがいない学校でもまずは御相談いただいた中でそこからつなげて、その子により良い形の支援をコーディネートするというところは各校が行っておりますので、御承知おきいただければと思います。

　（田村会長）
　　ありがとうございました。
今の話と繋がって、ろう学校のいわゆる早期支援、乳幼児相談はどのように行われているかということになっていくかと思います。
その話をこれからお願いできればと思いますが、続きまして、平塚ろう学校から御説明をお願いしたいと思います。

県平塚ろう学校から資料２に基づき説明
　（花田委員）
　　平塚ろう学校花田でございます。
よろしくお願いいたします。
私の方からは、平塚ろう学校の早期支援に関する取組、特に乳幼児相談の取組について、御紹介させていただきます。
資料の２枚目、我が子が聞こえない、聞こえにくいとわかったけれどもということで、何らかの形で、このような状況がわかったところで、私たちの相談に繋がっていきます。
聞こえないってどういうことだろう。この子はどのように成長していくのか。他の人はどうしているのかな。
様々な不安から相談はスタートしていきます。
例えば３枚目のスライドを御覧ください。
本校の乳幼児相談が支援していることが大きく３つございます。
1つ目ですけれども、個別相談です。
こちらにつきましては、文字どおり、個別で相談を行うというものですが、その相談の中では親子での関わり、親子遊びなどを大事にしております。
こちらは月1回程度行っております。
２つ目はグループ相談です。
本校の乳幼児相談は、０歳から２歳が対象でございます。
各年齢別に月１回程度、ろうの教員による手話タイムや発音に繋がる息遊び、声遊び、言葉遊びなど、活動を行っております。
そして最後の３つ目ですけれども、こちらはお部屋の開放と一番上にあるのですが、月１回から２回程度、乳幼児相談の部屋を開放しまして、皆さんに自由に来ていただいて、活動する時間を作っております。
それ以外にも保護者学習会ですとか、平塚共済病院の先生に来校いただきまして、耳鼻科医による診療相談を行ったりですとか、特別支援教育総合研究所の先生に来校いただいて、私たちもアドバイスをいただいたりしております。
では、４枚目のスライドの方に移らせていただきます。
早期支援体制構築に向けた取組ということで、御覧のような取組をこちらでも行っております。
７月に行われました県の早期支援体制整備推進協議会（１回目）の後、小田原市立病院の方を訪問させていただき、耳鼻科の先生やＳＴの先生方と情報交換をする機会をいただきました。
その後、10月、11月と立て続けに聴覚障害者福祉センターの担当者の方との連絡会や小田原市立病院のＳＴさんとの連絡会などを行っております。
これは、この後申し上げる課題というものが、本校でも顕在化してきたというところが起きておりまして、この後、申し上げます。
これらの連絡会は、早期支援体制構築に向けた課題の共有という形で行わせていただいております。
では、次のスライド５枚目に移らせていただきます。
私たちも教育現場として、早期支援を担う場として感じている課題が大きく３つございます。
１つ目は、やはり聴覚障がいへの理解を広めたいということ。
それについては、やはり研修ですとか、交流、相談をさらに充実させる必要があるなと思っているところです。
２つ目、必要な人に必要な情報を届けたいということです。
こちらについても、聴覚障害者福祉センターさんやろう学校など、もっと周知をしていく必要があると感じているところです。
そして３つ目です。
この課題が、今回関係機関で様々に情報交換を行っている大きな理由となります。
支援ニーズに応えられる人、場を増やしたいという課題です。
こちらについては、やはり、市町村、病院、中核機能を担われている聴覚障害者福祉センターさんとの連携が必要であると思っているところです。
では、次のスライド６枚目に移らせていただきます。
先ほど申し上げた支援ニーズに応えられる人、場を増やしたいという課題を強く感じた出来事がございました。
これは本校の乳幼児相談を受けている中で、県西地区、特に小田原市より西の地域の方々の中で、相談を希望される方が何件か立て続けにございました。
しかしながら、距離ですとか、交通手段などの事情によりまして、本校に通いたくても通えないという事例が複数ございました。
そのような方々に対しましては、本校におきましてもオンラインなどを活用して相談に対応しているところではあります。
ですが、その相談の中で県西地域には聴覚障がいに関する支援、療育を行うところがないという切実な声をお伺いしました。
そのような出来事からこれは本校の対応というところとしての課題のみならず、県西地域における支援を何とかできないものかと考えまして、関係している小田原市立病院さん、それから中核機能を中心的に担われている聴覚障害者福祉センターさんと現状の課題を共有する機会を持ったというところでございます。
では、７枚目最後のスライドの方に移らせていただきます。
現在、ろう学校、聴覚障害者福祉センターさん、小田原市立病院の担当者間で話し合いをしているところではございますが、やはり住んでいる地域の中で支援を求める方にどのような方法でどの機関が支援を担っていくかについては、地域の行政機関なども含めて、地域の方と一緒に検討していく必要があると感じているところでございます。
以上、平塚ろう学校の乳幼児相談に関する取組とその課題について御報告させていただきました。

　（田村会長）
花田委員御丁寧にありがとうございました。
では、ただいまの説明に対して各委員から御意見、御質問がありましたら、お願いいたします。いかがでしょうか。
山崎委員お願いいたします。

（山崎委員）
聴覚障がいの理解を広めたいということですが、一番知ってほしいこと、理解してほしいことは何かを教えていただきたいです。

　（花田委員）
いろいろとあるのですが、一番、誤解を生んでいると思うのは、補聴機器をつけていれば聞こえているから大丈夫という誤解はすごく大きいのではないかと思っています。
後はコミュニケーションです。様々なコミュニケーション手段を使ってコミュニケーションができるというところも大事なポイントであると感じております。以上でございます。

　（田村会長）
　　ありがとうございました。
続いて河原委員お願いいたします。

　（河原委員）
先ほど山崎委員から聴覚障がい者の理解についての御質問があったと思いますが、聴覚障がい者の理解ということはなかなか難しいというところがあると思うのですが、私たち当事者団体としても、以前から一生懸命そのあたりの取り組みは行っています。
平塚ろう学校でも聴覚障がい者への理解について考えられているということで、当事者団体としてもぜひ一緒に取り組んでいきたいと考えています。
そして質問ですが、小田原の県西地域の保護者がなかなか平塚ろう学校まで通えないという話があったと思います。
月に1回だけでも難しいのでしょうか。
それと、平塚ろう学校内に寄宿舎があると思うのですが、それをうまく利用する、例えば１泊して相談を受けるということができないのかどうかをお聞きしたいと思います。

　（花田委員）
１つ目の御質問ですけれども、本校で今回関わらせていただいている県西地域のケースの方につきましては、現状月1回であっても、なかなか通うことが難しいというケースでございます。
それから２点目、寄宿舎の利用ですけれども、こちらにつきましては、相談の方について寄宿舎の利用は現状ではなかなか難しい状況にございます。
ですが、委員のおっしゃっていただいた御意見というのは平塚ろう学校でも共有していきたいと思っております。

　（田村会長）
　　ありがとうございます。
補足をしますと、寄宿舎のことにつきましては、法律で決められているところがありますので、成人が泊まるようにはできていないし、またそれは許されてないので、現在のやり方であれば難しいかと思います。
ですが、検討してみる余地のある話だと思います。
次に黒須委員どうぞ。

　（黒須委員）
湘南聴覚障害児親の会の黒須と申します。
先ほど花田委員のお話を伺いまして、２点あります。
私の知っている方にもろう学校の乳幼児相談から通うには非常に遠い地域に住んでいらっしゃる方に何人かお話を聞いたことがあります。
そうした方は地域の療育センターに言語指導という形でいらっしゃるＳＴさんに絵日記の仕方であるとか、発音・発声について学んでいらっしゃると多く聞いたような気がしております。
もう1点ですが、9月23日の手話言語の国際デーにしゅわまるのお手伝いに伺った際に行政職員や議員さんなど多くの見学の方がいらっしゃいました。
聴覚障がいは数の少ない障がいなので、どういった支援が必要なのかがわからない方は多いのではないかと思っています。
なので、できるだけ多くの方々、実際に県の取り組みの指針を作っているような方々にも実態を見ていただくことが必要なことではないかなと思っています。
以上です。

（田村会長）
ありがとうございました。
続いて南村委員どうぞお願いいたします。

　（南村委員）
　　先ほど聞こえないことをどのように理解してもらうかというお話がありました。
乳幼児相談はろう教育の中で一番重要な部門だと私は考えています。
最初に訪れた親御さんに対してどういう支援をしていくかで、その後の子どもの将来が決定されると言っても過言ではないと思っております。
私は長い間この仕事をして参りましたが、初めていらした親御さんに対して、私が一番わかっていただきたいと思うことを最初に申し上げています。
それは、「1つだけ諦めてほしいことがあります。」ということを申し上げております。
それは何かというと、「聞こえるようにはならない」ということです。
おそらく特に聞こえる親御さんは、何とかして、自分と同じように少しでも聞こえるようにならないかというように考えて、補聴器も付けるし人工内耳もすると思います。
しかしながら、我々みたいに０デシベルの聞こえは取り戻せないです。
そこのところがなかなか親御さんにわかっていただけないことが多いです。　　
そのため、爆弾を落とすようで親御さんには申し訳ないですが、最初にそれを申し上げます。
「ここで覚悟を決めてください」と。
もちろん人工内耳をしても構わないし、補聴器をつけても構わないけれども、最終的にはそれらを外せば、聞こえません。
ましてや軽中度難聴の方々は、今までの経験からしますと、成長するとどんどん聴力が落ちていきます。そうすると、綺麗に発音ができていても、20歳以上になると、デシベル90,100という方が多い。
そういった現実を見れば、やはり親御さんに乳幼児相談の段階でそのことを覚悟していただくことで、その後の教育の内容も変わってくるし、親御さんの子どもに対するコミュニケーションの仕方も変わってくると思います。
この子は聞こえないのだとわかれば、子どもの顔を見てコミュニケーションをする態度も見についてくると思います。
我々聞こえる人間は顔を見てコミュニケーションをする習慣がそれほどついていません。
声というのは、そういう点では便利でもあるし、不便でもあるわけです。
そういったことで、親御さんにはこの子は聞こえない子だということを自覚してもらうことを一番にしております。
次に、遠距離の方々への支援ですが、今も行っているかもしれませんが、秋田などでは、サテライト教室を開いていらっしゃいます。
それはろう学校から派遣された教員が教室を開いて、そこにその地域の親御さんに通ってもらうという方法もあると思います。
もちろんＳＴの方に来ていただくのも結構なのですが、はっきり申し上げてＳＴの養成所、養成学校というのは、聴覚障がいについての内容は聴力検査や発音指導などがほとんどで、ろうとは何かとか、聞こえないとはどういうことかとか、或いは手話の学習とか、そういったプログラムは含まれていません。
最初に教育を受ける親御さん、乳幼児相談を受ける親御さんには、やはり、
聴こえない・聴こえにくいとはどういうことなのかとか、聴こえない・聴こえにくい人の言語は何かなどろう学校的な支援をしていただきたいなと思います。
したがって、ろう学校の先生が、派遣されるのが私は一番だと考えております。
もし、財政的に許せば、家庭訪問などを学校の先生が行っていただければ一番よろしいのかなと思います。
私は現役時代家庭訪問を行っておりました。その時代は財政難なので、自費で行っておりましたけれども、今でも親御さんたちは、小さい子どもを抱えて学校に行くのは大変だったけれども、家庭に来てもらって、非常に助かったというようなお声を聞いております。
それは月1回ぐらいでしたが、もう本当に待ちに待ったと首を長くして待っているという感じを受けましたので、ぜひ、ろう学校の先生にはそういった家庭訪問的なこともやっていただければありがたいと思います。
なぜならば、最初に申し上げましたけれども、乳幼児相談で子どもと親御さんの将来が決まります。
実際大きくなったお子さんと親御さんからの相談も受けておりますけれども、いろいろ伺うと、乳幼児相談で何をしていたのかなというのをいつも疑問に思うのですね。
乳幼児相談を手厚く支援することで、その後の子どもたちと親御さんたちが聴こえない・聴こえにくいことを前向きにとらえて、生きていけると思います。
ですから、ぜひ頑張っていただきたいと思っております。

　（田村会長）
南村委員貴重な御意見ありがとうございました。
花田委員何かありますか。

　（花田委員）
御意見等ありがとうございました。
私たちも何とか支援の必要な人に支援できるようにしていきたいと強い思いを持っております。
せっかく早期支援体制中核機能を神奈川県としても立ち上げているところですので、何かその機能を使ってできることもないかなと思っておりますので、ぜひ今後とも皆様と一緒に考えていきたいなと思っております。

《休憩》

　（田村会長）
それでは後半に入ります。
次に県地域福祉課から御説明をよろしくお願いいたします。

県地域福祉課から資料３に基づき説明
　（県地域福祉課）
　　地域福祉課からは、聴覚障がい児等手話言語獲得支援事業、愛称しゅわまるについて、それからこの春に神奈川県手話言語条例を改正いたしましたので、その改正の内容について、この２点を御報告します。
まず1点目、聴覚障がい児等手話言語獲得支援事業について御説明をいたします。
資料につきましては、資料３を御覧ください。
この事業、しゅわまると私たちは呼んでいますけれども、しゅわまるにつきましては、聞こえない、聞こえにくい乳幼児のお子さん方が、その保護者や家族の方と一緒に手話を獲得する機会を確保するという目的で、令和２年度から開始しております。
事業内容につきましては、お手元の資料１ページ目の事業内容に記載をしていますけれども、まず（１）聞こえない、聞こえにくいお子さん方が、言語として手話を獲得して手話でやりとりをすることにより、他者とコミュニケーションを可能として、活動できる場を提供する。
（２）また、実際に大人のろう者の方々とお子さん方が触れ合って、大人のろう者の方々の手話を見ることによって、将来のロールモデルとなっていくような支援を行う。
そして（３）ですけれども、保護者の方々も手話を学び、ろう者について理解をすることができる場の提供。
こうしたところをポイントとして、事業を行っておりまして、具体的には、（４）に記載していますけれども、手話での絵本のよみきかせ、手遊び、からだ遊びなど、また保護者の方々への手話学習ですとか、ろう者の方々からのお話を聞く場を設けたりというようなことを行っております。
手話交流会をしゅわまると保護者の方々のろう者の理解の場などに関しては、手話サロンと呼んでおります。
昨年度（令和４年度）の実施状況としましては、手話交流会を18回実施しまして、延べ数で、373家族、1,000人を超える方々に御参加いただきました。
今年度も第２土曜日、第４土曜日の月に２回実施をしておりまして、第２土曜日に映像の配信、第４土曜日に対面での実施ということで行っております。
今後の予定ですけれども、資料の２ページ目と３ページ目にしゅわまるの12月のチラシを御用意しております。
12月23日の土曜日に藤沢市分庁舎の２階でしゅわまるのクリスマス会を開催する予定です。
そして１月以降も先ほど申し上げましたけれども、第２土曜日は映像の配信、第４土曜日は対面での実施ということになっておりまして、第４土曜日の開催場所につきましては、基本的には、２枚目のチラシに記載のある藤沢市の分庁舎の２階で行っていますが、それに加えて２月４日には、相模原中央支援学校さんの会場をお借りして、出張しゅわまる相模原ということで、行う予定になっております。
そして、先ほど黒須委員からもお話がありましたが、このしゅわまるに関しましては、見学なども随時受付しております。ぜひ、この会議に御参加の皆様には、しゅわまるの周知の御協力をお願いしたいと思っておりまして、御興味がありましたら、見学などのお問い合わせもいただければと思っています。
御希望の場合には、私ども、地域福祉課、もしくは、チラシにも記載がありますが、しゅわまるの事務局である神奈川県聴覚障害者連盟様、どちらかにお問い合わせをいただければと思いますので、ぜひ皆様よろしくお願いいたします。
そしてしゅわまるですけれども、実施している中で、今後の課題というものも少し見えてきております。
まず1つは、乳幼児の方々を対象ということで、０歳から５歳児の方々に行っていますが、やはり乳児の方と幼児はかなり発達状況も違うので、お子さん方を発達段階に応じて分けた対応の必要性や、或いはその小学校入学以降をどうしていったらいいか、こういったところを課題と思っておりまして、今後対応をどうしていくかということにつきましては、聴覚障害者連盟さんと一緒に検討をしているところでありますので、また来年度に向けて、状況など固まってきましたら改めて皆様にはこういった会議の場などでも共有させていただければと思いますので、どうぞ今後ともよろしくお願いいたします。
しゅわまるについての説明は以上です。
続きまして、神奈川県手話言語条例をこの３月に一部改正をしておりますので、簡単に概要の御報告をします。
資料につきましては、お配りしている資料３の４ページ目から御覧ください。
県の手話言語条例については、平成27年の４月に施行しまして、こちらは手話の普及に当たりまして、その基本理念ですとか、県の責務や県民事業者の役割などを明らかにして、施策を推進するための基本的な事項を定めた理念的な条例となっています。
そして、（１）改正の趣旨ですけれども、令和３年度に条例の見直しを行い
ました。県のすべての条例が５年に１度、条例の見直しを行うことになっておりますので、それに則って、この条例も見直しを行いました。
その結果、ろう者自身による意思決定や社会参加といった観点から、手話を必要とするろう者の手話習得を条例に位置づけるなどの改正を行うということで、条例改正をこの令和５年３月に行いました。
続いて（２）改正の内容ですけれども、まず、「ア手話を使用するものに関する規定の整理」です。触手話ですとか、接近手話、こういった手話を使用する盲ろう者の方々ももともとこの条例に含んでいましたが、わかりづらいということで、条例上、こういった手話も含まれるし、それらを使う盲ろう者の方も条例の対象に入っているということを明確化しております。
続いて「イ手話を必要とする者の手話の習得等についての追記」です。
こちらは、ろう者による意思決定や社会参加の観点から、手話の使用を必要とする方、ここはろうのお子さんやその保護者の方なども含まれます。
こういった方々が手話を習得できること、それから手話の使用に関する機会が確保されること、また手話が受け継がれるべき言語であるといったことについて追記しました。
このイに関しては、第三条第２項ということで、条項を新たに立てて、今回追加をした内容となっています。
そして、次に、「ウ神奈川県当事者目線の障害福祉推進条例の趣旨の反映、明確化等」ということで、こちらはこの４月から当事者目線の障害福祉推進条例という条例が施行されております。これに合わせて、趣旨の反映とか明確化を図るということで、具体的には、手話推進計画の立案に関する当事者の方々の参画ですとか市町村の支援などということで、これまでも実際には行ってきたものですけれども、条例上、明確に位置付けたということになります。
こうした新しい条例が３月20日から施行されておりますので、御報告をさせていただきます。
参考までに、５ページ６ページということで、改正後の条例の前文を掲載しております。
そして、現在、最後の７ページ目につけておりますけれども、こういったチラシを作って、各機関への周知を行っております。
そして、手話推進計画のリーフレットがあるのですが、このリーフレットにこの条例を改正しましたというチラシを挟み込んだ形で各関係機関には周知を行っておりますので、もし皆様、何かイベント事などでチラシリーフレットを置いてもいいよというようなものがありましたら、ぜひ御連絡をいただければと思います。
私どもの方でこのリーフレット、チラシを送らせていただければと思いますので、よろしくお願いします。
今後も皆様方と協力しながら、こうした事業と取組を進めていきたいと思っていますのでよろしくお願いします。
また、手話全体の計画、手話推進計画という計画も私ども持っておりますけれども、こういった手話の計画のことですとか、様々な事業のことなど、県のホームページの方にも載せております。そこには、手話学習用冊子という冊子も掲載しておりまして、これも御依頼いただければ配布をしておりますので、お気軽にお声がけをいただければと思います。
長くなりましたけれども、私からの説明は以上です。

　（田村会長）
　　御説明ありがとうございました。ただいまの御説明について委員の方から御意見、御質問がありましたらお願いいたします。
いかがでしょうか。
はい。ではよろしければ先へ進ませていただきます。
続きまして最後になりますけれども横浜市の障害児福祉保健課から御説明をお願いいたします。

横浜市障害児福祉保健課から資料４に基づき説明
　（横浜市障害児福祉保健課）
横浜市こども青少年局です。
資料４ということで、横浜市の中核機能モデル事業の資料を本日お付けしておりますので、それに沿って簡単に説明をさせていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。
まず横浜市の前提としましては、昭和62年に横浜市総合リハビリテーションが設置されたということと、横浜市は市立のろう学校、ろう特別支援学校があるということで、この２者が協力しながら難聴児の支援に早期に取り組んできたという背景があります。
それから新生児聴覚スクリーニング検査につきましては、費用助成の方は平成30年から、視聴覚検診４歳・５歳児が対象だったものを、令和元年度から３歳・４歳児に年齢を引き下げたという背景がある中での難聴・聴覚障がい児への支援ということになっております。
それでは、資料に沿って説明をさせていただきますけれども、横浜市における支援体制としましては、先ほど申し上げました横浜市総合リハビリテーションセンターで、市内１ヶ所ではありますけれども難聴の児童発達支援センターを設置しております。
それから療育センターというものも市内に８ヶ所ありますので、例えば難聴もあって重複障がいのあるようなお子さんともフォローができるような体制がございます。
それから横浜市立のろう特別支援学校の方では、幼稚部から学部を設置しておりまして、乳幼児相談も実施しております。
また、通級の指導教室というものもございます。
資料の左下の４番に話を進めますけれども、協議会の設置に向けた調整ということを記載しております。
横浜市はこのモデル事業３年目にはなりますけれども、以前からリハセンターとろう特別支援学校での定期的な連絡会、それから、ろう特別支援学校が主催にはなりますけれども、関係者の協議会も行ってきました。　　
かなり関係機関が多い中で改めて今まで連絡会、協議会それぞれに行っていたものを調整しております。
その他関係機関との連携ということでは、市内８ヶ所の療育センターそれぞれに言語聴覚士が配置されておりますので、協議会で勉強会をしたり情報共有をしたりということも行っております。
その他、家族支援ですとか、保育所に対する巡回支援ということも行っております。
この家族支援ですが、コロナ禍で動画配信という新しい取組として始めたと聞いております。
保育所や幼稚園につきましては、リハセンターの言語聴覚士が聴覚障がい児の方が在籍する幼稚園、保育園に出向いて、個々の状況に応じて、アドバイスや聴覚障がい児の関わり方、補聴器、人工内耳の取扱い等についても説明をしていると聞いております。
その他研修ということでインクルージョン支援セミナーなどを、療育センター主催で行っております。
次の資料になりますけれども、これが令和４年度の報告書からの抜粋になりますが、左の４年度実績については同じようなことを記載させていただいております。
簡単な図を記載しておりますが、横浜市内は総合リハビリテーションセンターを中心に行っており、左の方には市立のろう特別支援学校、18区の福祉保健センターで乳幼児健診などを行っております。
療育センターはリハセンターの他に市内の８ヶ所にあります。
それから市内の医療機関ということでは、例えば新生児聴覚スクリーニング検査の後に、異常かなということで、リファーだったお子さんの精密検査をして、療育センターにつなぐ、或いはろう特別支援学校の相談につなぐ関係機関という意味で図を記載させていただいております。
もちろん市内の耳鼻咽喉科医会との連携も大事と思っておりますので、今後も関係機関と連携しながら、さらに深めていきたいと思っているところです。
今後の方向性ということで、スライドの右下の方に記載させていただいておりますけれども、市内の医療機関や民間の児童発達センターの実態把握を実施していきたいと思っております。
これまでもリハセンターが中心となり、市内の療育機関、教育機関、医療機関に乳幼児の実態調査を行っておりまして、全数のお子さんを把握するようにはしておりますが、より丁寧にしていく、重複障がいと判断されるお子さんもいらっしゃると思いますが、療育機関との連携についても検討していきたい、というところがあります。
それから新生児聴覚スクリーニング検査が開始から５年ほど経過いたしましたが、新生児聴覚スクリーニング検査では異常がなかったが、そのあとに聴力が落ちてくるようなお子さん方もいらっしゃいますので、そういった方々をいかに早期に発見し、早期に療育につなげていくかというところについても充実していきたいと思っております。
最後になりますが、横浜市は年間出生数が2万5000人、随分出生数も減りましたけれども、非常に里帰り出産をされる方が多いということもあり、把握ですとか、医療機関との連携というところは、課題があると思っております。
ですので、横浜市の妊婦さんが県内のいろんな自治体に里帰りされて、医療機関で出産してということもあるかと思いますので、ぜひ県内の皆様とも連携させていただきながら、より丁寧により早く、聴力に障がいがある、難聴の傾向があるお子さんを把握して、適切な支援につなげていければいいかなと思っております。こども医療センターにも非常にお世話になっていますが、ぜひ県下で一体的に、情報発信、情報をいかに届けていくかというところは共通する課題だと思いますし、いろんな支援は行っておりますが、体系的にお示しすることがまだできておりませんので、整えていきたいと思っております。
横浜市からの説明は以上です。

　（田村会長）
ありがとうございました。
ただいまの御説明に対して、委員の方から御意見、御質問がございましたらお願いいたします。
河原委員どうぞ。

　（河原委員）
説明ありがとうございました。
令和３年度の資料ですけれども、現状と課題のところで、当事者団体の意見交換を行う機会はないと記載しています。
令和４年度の支援体制の図を見ると、当事者団体や保護者の団体などが載っていませんが、当事者団体または保護者の会などとの連携というものはどのようになっているのかお聞きしたいと思います。

　（横浜市障害児福祉保健課）
御質問ありがとうございます。
当事者の方々につきまして、これまで個別でお話を伺うような機会がございました。
12月に改めて協議会の体制を見直しまして、当事者の方、横浜市の場合は横聴協と浜難聴という大きな２つの団体がございます。
それから、乳幼児の保護者の方、それからろう特別支援学校からは学齢児の聴覚障がいをお持ちの保護者の方にもお声をかけていただきまして、全体的な会議を開きたいと思っております。
今年度も団体の方に出向きましてお話を直接伺う機会がありました。
その中で様々な課題や当事者のお声、当事者でないとわからない感覚、いろいろなものも丁寧に教えていただきながら協議をしていきたいと思っております。
以上です。

　（田村会長）
　　ありがとうございました。他にいかがでしょうか。
古川委員どうぞ。
　
　（古川委員）
　　神奈川県中途失聴難聴者協会の古川です。
1点お聞きしたいのですけれども、資料２枚目の新生児聴覚スクリーン検査の後に聴力が低下する児童の早期発見の体制拡充ですが、具体的にどのようなことを行おうと考えていらっしゃいますか。

　（横浜市障害児福祉保健課）
　　御質問ありがとうございます。
新生児聴覚スクリーニング検査を受けた後に、例えば新生児訪問ですとか、４か月健診、１歳半健診でも、お子様の聴力の低下について、或いは４か月健診ですと、新生児聴覚スクリーニング検査の結果で異常と言われた場合には、その後どうされたかということも確認するようにしております。
さらに幼児期の視聴覚健診を行っており、その中で幼稚園の年齢で言いますと年少クラスにあたる３歳児、４歳児のお子さんも聴力の異常がないかということも拾い上げるような体制はありますが、先天的なもの、後天的なもの、医学的な要因で、聴力が低下をしていくということもあるかと思いますので、いろいろな機会を通じて、例えば、市内の医療機関でもそういった異常に気が付いたらつないでいただくとかそういった体系を作っていくことが必要になってくるのではないかなと考えております。
以上です。

　（田村会長）
ありがとうございました。他にいかがでございましょうか。
よろしいでしょうか。
それでは本日御説明いただいた皆さんありがとうございました。
いろいろお話を聞かせていただく中で、現状と課題いろいろなところが少しずつ共有できてきたのではないかと思っております。有意義な会であったというように思います。
本日の議題は以上になりますけれども何か他に連絡事項等ございますか。

　（事務局）
障害福祉課です。時間が限られている中で申し訳ありません。
今日の話、様々伺わせていただきまして、平塚ろう学校さんの方からも地域での受け入れ先というか、市町村、実際には児童発達支援センターだったりするかもしれませんけれども、そういったところの受けとめが今後の福祉サイドの方としては、課題と受けとめさせていただきました。
横浜市さんのお話を伺っても、各地域療育センターの方には言語聴覚士の方が配置されていて、その方々への研修ということもやられているので、そういったことも学ばせていただきながら、藤沢市さんの方では、先ほど黒須委員がおっしゃられたように、言語聴覚士の方は支援に入られていると思うのですが、他の市町村さんの方でそれができているかというとそうでもなかったりしますので、そのあたりを私ども事務局障害福祉課と障害サービス課も本日入っていますので、課題として受けとめさせていただいて、中核機能からどのように次につなげていくか、その連携について課題として考えさせていただきたいと思います。
時間経過して申し訳ありません。以上でございます。

　（田村会長）
ぜひ今日の情報を反映していただければと思います。
特になければ、本日の審議はこれまでとさせていただきたいと思います。各委員の皆様、大変お疲れ様でございました。
なお次回ですけれども、令和５年度の聴覚障がい児支援中核機能モデル事業の実施状況について、ということで議題にしていきたいと思っております。
それでは事務局の方へお返しいたします。ご苦労さまでした。
　
　（事務局）
はい。事務局でございます。
田村会長、ありがとうございました。
本日は限られた時間の中でございましたが、委員の皆様から数多くの貴重な御意見等いただき、心より感謝申し上げます。
次回の協議会は３月頃を予定しております。日程につきましては、また改めて調整をさせていただきますのでよろしくお願いします。
それではこれで、令和５年度第２回神奈川県聴覚障がい児早期支援体制整備推進協議会を終了いたします。本日は誠にありがとうございました。
　
４　閉会
　　次回の協議会は令和６年３月頃を予定

以上
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